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日本リハビリテーション教育学会誌 2019;2(2):11-16. 受付日 2019 年 3 月 5日 受理日 2019 年 3 月 5日 

要旨：[目的] 言語聴覚士の職域拡大に向けた基礎資料を得るために，職域拡大に関する意識調査を実施した． [対象と

方法] 対象は，言語聴覚士 104 名であった．調査方法は，職域拡大の実態，必要性，実際に実施していることを VAS（Visual 

Analogue Scale）を用いて測定した． [結果] 職域拡大の実態，必要性は経験年数（若手群，中間群，ベテラン群）に

よる群間比較でも，所属機関（医療機関群，養成校群，企業群）による群間比較でも有意差を認めなかった．職域拡大に

向けて実施していることに関しては，ベテラン群が若手群，中間群に比して有意に高かった． [結語] 本研究において，

言語聴覚士は現状の職域に関して，拡大している実感は低い傾向がみられた．また,職域拡大の必要性は多くの言語聴覚

士が認める傾向であった．今後の職域拡大に向けて，現状では具体的に活動している言語聴覚士は少ないものの，その中

でベテラン群は比較的活動をしていた．そのため，ベテラン群には今後も職域拡大に向けて積極的に活動してもらい，先

導役としての活躍が期待される． 

キーワード：言語聴覚士，職域拡大，意識調査 
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ABSTRACT: [Purpose] The purpose of this study was to obtain basic information on expansion of occupational fields 

of Speech Language Hearing Therapists(SLHT)． [Subjects and Methods] The target was SLHT (n=104). As a survey 

method, VAS (Visual Analogue Scale) was used. The survey items were the actual situation of expansion of 

occupational fields, necessity of expansion of occupational fields, and practical implementation for expansion 

of occupational fields. [Results] In the actual situation of expansion of occupational fields, there was no 

significant difference in terms of belonging organization and by years of experience. The veteran group was 

significantly higher than the young group and the intermediate group, which is being implemented for expansion 

of occupational fields. [Conclusion] In this study, SLHT tended not to feel realized that the occupational fields 

was expanding. In addition, the necessity of expanding the occupational fields was a tendency for many SLHTs 

to recognize. Although there are few SLHTs who are actively working on the occasion of the future work expansion, 

the veteran group was relatively active in that. Therefore, it is expected that the veteran group will be an 

active leader. 

Key Words: speech therapists, audiologists, expansion of occupational fields，awareness survey 
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Ⅰ．はじめに 

 

言語聴覚士は国家資格化されて約 20 年になる．

言語聴覚士法が制定された当時，言語聴覚士養成校

は 16 校であったが，その後増加し 2018 年 75 校に

達している 1）．国家試験の合格者数は毎年 1500～

2000 名であり，2018 年現在で約 3 万人の言語聴覚

士が誕生している． 

言語聴覚士の就職先（所属機関）の大半は，病院

等の医療機関（73.8％）であり，次いで老健・特養

が 8.4％，福祉が 7.5％であった 2）．理学療法士，作

業療法士，言語聴覚士需給調査（2016 年）によると，

2025 年までに雇用を増やしていくと回答した病院

の割合は言語聴覚士で 33.7％，理学療法士 38.8％，

作業療法士 42.4％であり，減らしていくとした割合

は言語聴覚士 0.2％であった 3）．そのため，今後も

需要は延びていく可能性も考えられるが，43.6％は

未定としており，今後の診療報酬改定や医療制度の

変更等によってはどのようになっていくかは不明で

ある．今後も言語聴覚士の必要性を高めていくとと

もに，安定した雇用確保のためにも，職域を拡げて

いく努力は必要になってくるものと考える． 

しかし，現在までに言語聴覚士の職域拡大の実態

と意識調査に関する調査は成されていない．今回，

アンケートによる意識調査研究を実施した． 

なお，今回使用する『職域』とは，『職業・職務の

範囲．職業についている場所．職場』と定義し，ボ

ランティアは含まないこととした． 

 

Ⅱ．対象と方法 

 

1．対象 

アンケート回答時に言語聴覚士免許を取得してい

る者を対象とした．対象の選考は，友人，知人，知

人からの紹介で行った．得られた回答は104名であ

った（表1，表2）． 

 

 

 

2．方法 

アンケート内容は，『職域は拡がっているか（実態

調査）』『職域拡大は必要か（意識調査）』『職域拡大

に向けて実施しているか』に対してVAS（Visual 

Analogue Scale）を用いて回答を求めた． VASは，

100mmの直線の両端に『全く思わない』～『非常に

そう思う』と相反する選択肢を用意し，被験者の考

えと一致するところをマークしてもらった．左端を

0mmとして，マークされた箇所を測定した．アンケ

ートは，友人，知人及び知人に紹介してもらった者

に対してメール（一部郵送）にアンケートと研究の

説明書を送付した．回答後は，メール（一部郵送）

にて返送してもらった．調査期間は，2018年8月10

日から10月31日とした． 

対象を経験年数（5年未満（若手群），5～14年（中

間群），15年以上（ベテラン群））と所属機関（医療

機関群，養成校群，企業群）に分け，Mann-Whitney

のU検定を用いて群間分析を行った．有意水準は1％

とした． 

本研究は，国際医療福祉大学倫理審査委員会の承

認を得ている（18‐Ig‐56）． 

 

Ⅲ．結果 

 

職域拡大の実態に関しての全対象者の中央値（最

小値－最大値）は，58.2mm（0mm－100mm）であ

った．所属機関別にみると，医療機関群と養成校群

に有意差を認めなかった（p=0.72）．医療機関群と

企企業群に有意差を認めなかった（p=0.46）．養成

校群と企業群に有意差を認めなかった（p=0.49）（表

3）． 経験年数別にみると，ベテラン群と中間群に

有意差を認めなかった（p=0.80）．ベテラン群と若

手群に有意差を認めなかった（p=0.79）．中間群と

若手群に有意差を認めなかった（p=0.71）（表 4）．  

表1．対象の所属機関

医療機関 養成校 企業 その他
⼈数（⼈） 53 28 15 8

所属機関

表2．対象の経験年数

5年未満 5-14年 15年以上
⼈数（⼈） 32 36 36

経験年数



日本リハビリテーション教育学会誌 第 2巻 第 2 号 2019 年 

—14— 

 

 

職域拡大の必要性についての全対象者の中央値

（最小値－最大値）は，78.5mm（0mm－100mm）

であった．所属機関別にみると，医療機関群と養成

校群に有意差を認めなかった（p=0.53）．医療機関

群と企業群に有意差を認めなかった（p=0.56）．養

成校群と企業群に有意差を認めなかった（p=0.40）

（表 5）． 経験年数別にみると，ベテラン群と中間

群に有意差を認めなかった（p=0.18）．ベテラン群

と中間群に有意差を認めなかった（p=0.18）．中間

群と若手群に有意差を認めなかった（p=0.91）（表 6）．  

 

 

職域拡大に向けて実際に実施していることについ

ての全対象者の中央値（最小値－最大値）は，

15.1mm（0mm－100mm）であった．所属機関別に

みると，医療機関群と養成校群に有意差を認めなか

った（p=0.03）．医療機関群と企業群に有意差を認

めなかった（p=0.19）．養成校群と企業群に有意差

を認めなかった（p=0.011）（表 7）． 経験年数別に

みると，ベテラン群と中間群に有意差を認めた

（p=0.0028）．ベテラン群と若手群に有意差を認め

た（p=0.0025）．中間群と若手群に有意差を認めな

かった（p=0.44）（表 8）．  

 

 

 

Ⅳ．考察 

 

 言語聴覚士の職域拡大の実態において，全対象者

の中央値は 58.2mm であり，自身の職域が拡大してい

る実感が低い傾向がみられた．所属機関別にみても，

毎日臨床をしている医療機関に所属している言語聴

覚士であっても，また毎年様々な職場に卒業生を送

り出す立場である養成校に所属している言語聴覚士

であっても，同様な傾向がみられた． 

 一方先行文献によると，我が国では社会環境が大

きく変化し，それを背景として医療・福祉・教育制

度の見直しが次々と行われている．それに伴い言語

聴覚療法の場は拡大していると述べられている 1）4）．

今回の調査結果と逆行するものであるが，実態調査

が実施されていない状況を鑑みると先行文献でいわ

れていることは推定によるところが大きい．また，

今回の調査はあくまで職域拡大を実感しているかと

いうものであり，実態を把握した訳ではない． 

表3．職域拡⼤の実態（所属機関別）
中央値（最⼩値－最⼤値）mm

全対象 58.2（0－100）
医療機関群 64.8（0－100）
養成校群 61.3（17.1－85.0）
企業群 52.9（9.5－100）

表4．職域拡大の実態（経験年数別）

中央値（最⼩値－最⼤値）mm
全対象 58.2（0－100）

ベテラン群 56.6（10.2－100）
中間群 60.7（5.6－100）
若⼿群 57.4（0－83.9）

表5．職域拡大の必要性（所属機関別）

中央値（最⼩値－最⼤値）mm
全対象 78.5（0－100）

医療機関群 78.6（18.0－100）
養成校群 89.3（29.0－100）
企業群 76.6（0－100）

表6．職域拡大の必要性（経験年数別）

中央値（最⼩値－最⼤値）mm

全対象 78.5（0－100）
ベテラン群 82.9（22.2－100）
中間群 78.4（18.0－100）
若⼿群 76.7（0－100）

表7．職域拡大に向けての実施状況（所属機関別）

中央値（最⼩値－最⼤値）mm

全対象 15.1（0－100）
医療機関群 13.8（0－100）
養成校群 48.1（0－100）
企業群 0（0－64.4）

表8．職域拡大に向けてに実施状況（経験年数別）

中央値（最⼩値－最⼤値）mm

全対象 15.1（0－100）
ベテラン群 48.4（0－100）
中間群 13.8（0－63.2）
若⼿群 0（0－100）

＊p<0.01

＊
＊
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 実際に職域が拡大している領域等については，地

域包括ケアシステムや放課後等デイサービスの関わ

りが最近注目されている 5），6）．また，平成 30 年 9

月5日発の官報第7342号で厚生労働省令第百十一号

として言語聴覚士法第四十二条第一項の一部，法第

二十二条第一項の厚生労働省令で定める行為につい

て改正が行われた．具体的には言語聴覚士が実施で

きる検査のうち，厚生労働省令で定める行為として，

①眼振電図検査（冷水若しくは温水，電気又は圧迫

による刺激を加えて行うものを除く）と②重心動揺

計検査という２つの平衡機能検査が，新たに実施で

きる検査として加わった 7）．言語聴覚士において厚

生労働省令が改正された初めてのケースではないか

と思われる．このように職域は拡大してきている状

況であるものの，今回の調査ではその実感が得られ

ていないことが分かった．情報を発信する役割の協

会の発信力が弱いのか，情報を受ける側の言語聴覚

士の受信力（情報収集能力）が弱いのか，それとも

双方共になのかは不明である．  

職域拡大の必要性については，全対象者の中央値

は 78.5mm であり，所属機関，経験年数によらず多

くの言語聴覚士が職域拡大の必要性を認める傾向で

あった．所属機関別にみると，養成校の教員が最も

高い結果であった．理学療法士の養成校教員に職域

拡大の必要性を調査した研究では，88.1％が『職域

拡大は必要』と報告している 8）．調査方法が異なる

ので比較はできないが，同じような意識を持って職

域拡大の必要性を感じていることが示唆された．し

かし少人数ではあるが，言語聴覚士は元々広い職域

であり職域を拡げるより，専門性を高めるべきであ

るという意見もみられた． 

 自由記載において，言語聴覚士，言語聴覚療法の

認知度が低いために職域拡大が必要とする意見がみ

られた．塚本らが実施した茨城県の中学 2 年生に対

して行ったアンケート調査では，医師や看護師につ

いて聞いたことがある割合は 95%以上に対して，放

射線技師が 45.6%，理学療法士が 27.1%，作業療法

士が 18.1%であり，言語聴覚士は約 20%であったと

報告しており 9），医師や看護師の半分以下の認知度

であった．また境らは一般市民に対してアンケート

を行った結果，医師 100%，看護師 99%，理学療法

士 59%，作業療法士 48%，言語療法士 39%という

認知度であったと報告しており 10），やはり医師，看

護師と比較して半分以下の認知度であった．認知度

が低いことは，言語聴覚士を希望する学生の減少，

それに伴う言語聴覚士の減少，言語聴覚士の業務縮

小，地位低下，言語聴覚療法の量的，質的な低下等

につながる恐れがあると考える． 

 言語聴覚士協会が 2012 年 3 月に調査した結果で

は，言語聴覚士の年齢分布は 20 歳代，30 歳代が全

体の 77.6%を占めていた 11)．最近のデータはないも

のの 20 歳から 40 歳代が大半を占めることは予想で

きる．まだ若い分野であり，10 年位は量的な低下は

みられないかもしれない．しかし，この期間に量的

な増加と質的な向上に向けて議論していく必要性が

あると考える．理学療法士，作業療法士は 1980 年

台に職域拡大について学会誌面上で特集が組まれて

いる 12）16）．理学療法士，作業療法士が国家資格化

されて約 20 年が経過した当時である．言語聴覚士

は2018年2月の国家試験が第二十回であった（1997

年言語聴覚士法成立，1999 年第一回国家試験）．国

家資格化の先輩である理学療法士，作業療法士を見

倣うと言語聴覚士も協会や学会をあげて議論する時

期になっていると考える． 

職域拡大に向けての実施状況は，全対象者の中央

値は 15.1mm であり，職域拡大に向けて活動してい

る言語聴覚士は少ない状況であった．そのような中

でもベテラン群は中間群，若手群より有意に高い結

果を示した．ベテラン群は，院内や院外での責任あ

る立場や教育的立場に就いている可能性が高い．そ

のため，地域での活動，県士会への参加，近隣での

講師，実習受け入れ等の職域拡大に向けた活動が行

い易い環境である可能性があり，ベテラン群には今

後も職域拡大を先導していく役割が期待される． 

 

利益相反と研究助成費 

本研究に関連し，開示すべき COI 関係にある企業等
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